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番号

政策評価調書（個別票１）

【政策ごとの予算額等】

政策名 経済財政政策の推進 評価方式 総合･実績･事業 ④

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度概算要求額

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
852,455 744,602 468,047 502,326

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0 7,744,575 8,731,574

1,945,332

0

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
0 0 0

計（千円）
852,455 8,489,177 9,199,621

＜852,455＞ ＜8,489,177＞ ＜9,199,621＞

執行額（千円）
512,483 7,476,401 8,989,270
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＜達成すべき目標＞
(政府調達)政府調達苦情申立てに対して適切に対応するとともに、政府調達セミナー等を通じて積極的に制度周知を行う。
(対日直投)平成22年末の対日直接投資残高を対ＧＤＰ比５％程度にする。
(道州制)道州制に向けた先行的取組である道州制特区の推進
(ＰＦＩ)・「PFI推進委員会報告－真の意味の官民のパートナーシップ（官民連携）実現に向けて－」及びこれも踏まえて検討し公表された「中間的
とりまとめ」で示された課題に対応し、PFIの一層の推進を図る。
(規制)・これまで持ち込まれた苦情事案は全件解決済みで、平成20年度以降苦情解決比率は99.85％を維持していることから、今後も新たに事案が持
ち込まれる際には、引き続き事案解決に努めることを通じて当該解決比率を維持できるよう図る。
(公サ)・公共サービスによる利益を享受する国民の立場に立って、国の行政機関等又は地方公共団体がその事務又は事業の全体の中で自ら実施する公
共サービスの全般について不断の見直しを行い、その実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させることによ
り、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現する。
(新公共)①「新しい公共」推進会議において、提案をとりまとめ
②安全・安心で持続可能な未来に向けた協働戦略のフォローアップ
③国民生活選好度調査の公表
④新しい公共支援事業の進捗の把握状況
(新公共交付金)国民の積極的な「公」への参加による、公的サービスの無駄のない供給に向け、ＮＰＯ等が自ら資金調達し、自立的に活動することが
可能となる。
(促進課)本施策の推進により、「新しい公共」の担い手の一つである特定非営利活動法人の活動を促す。
(ＰＦＩ復興)官民一体となって震災復興に取り組むため、ＰＦＩ手法の活用を促進する
(新公共復興)新しい公共支援事業の被災者支援・復興に関する事業の適切な進捗管理
(国内経済動向)毎月、「月例経済報告」を滞りなく作成し、「月例経済報告等に関する関係閣僚会議」等に報告することにより、政府内での景気認識
の共有を図る。また、「経済財政白書」を作成の上、年央を目途に閣議に配布し、日本経済が抱える課題の解決等に貢献するとともに、年末を目途に
「日本経済」を作成し公表する。以上の成果物を、ホームページ上に掲載し、広く国民への情報発信を行うなど、各方面からのニーズに対応した質の
高い調査分析結果の提供に努める。

＜目標の達成度合いの測定方法＞
(政府調達)政府調達苦情検討委員会報告書について、苦情の内容、処理に当たっての考え方を明確に公表する。政府調達苦情処理のＨＰへのアクセス
件数
（道州制特区の推進について）国からの移譲された事務・事業や北海道との連携・共同事業の実施・進捗状況
(ＰＦＩ)「PFI推進委員会報告－真の意味の官民のパートナーシップ（官民連携）実現に向けて－」及びこれも踏まえて検討し公表された「中間的と
りまとめ」で示された課題に対する施策のフォローアップを行う。
(公サ)調査の実施件数を活動指標として設定。
(新公共)①「新しい公共」推進会議において、提案をとりまとめ
②安全・安心で持続可能な未来に向けた協働戦略のフォローアップ
③国民生活選好度調査の公表
④新しい公共支援事業の適切な進捗管理
(新公共交付金)検討中
(促進課)法改正及び税制改正要望の成果の反映としての認定特定非営利活動法人数やＩＴ利用による情報提供としてＮＰＯホームページのアクセス数
など
(ＰＦＩ復興)下記の取組みについてフォローアップを実施
①震災復興において、ＰＦＩ手法の活用を促す取組
②ＰＦＩ手法の活用を促す取組（ＰＦＩ推進委員会が平成22年5月にＰＦＩ推進委員会報告（H19.11.15)を踏まえて公表した「中間的とりまとめ」で
示された課題への対応を含む。）
(新公共復興)新しい公共支援事業の被災者支援・復興に関する事業の進捗の把握状況
(国内経済)月例経済報告・年次経済財政報告・日本経済のHPにおけるアクセス件数、主要な会議への取り上げの有無、各マスメディアへの掲載。

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法
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政策評価結果を受けて
改善すべき点

(対日直投)執行実績が予算を下回っているため、事業内容の見直しを図る。
(政府調達)引き続き、政府調達苦情申立てに対して適切に対応する。制度の周知に関し、ＨＰのアクセス件数からみると不十分であったことが窺われ
るため、英訳ページの更新等のＨＰ改善を行い、さらなる周知を図る。
(道州制)道州制特区の推進について、移譲された事務、事業等の効果や課題のフォローアップ調査を行い、今後も引き続き関係行政機関と連携し、広
域行政の一層の推進を図る。
(ＰＦＩ)・平成21年度政策評価（事後評価）を踏まえ、「中間的とりまとめ」で示された課題に対応するために課題の規模や必要性を考慮の上で計画
的に実施し、当該施策に係る委託業務の実施に当たっては引き続き一般競争入札及び総合評価方式を実施することにより経費の削減に努める。
(規制)・苦情申出が全くないため経費執行実績が皆無の状況が続いていることから、予算要求額をより縮減する余地の有無について検討。
(公サ)平成21年度政策評価（事後評価）を踏まえ、当該施策に係る委託調査の実施に当たっては、引き続き全調査を一般競争入札（総合評価方式）に
て実施する等、経費の削減に努める。
(促進課)特定非営利活動促進法の改正により、平成24年度から認証事務は全て都道府県・政令指定都市が行うこととなり、加えて新たな認定制度が創
設されることから、法の所管庁としての立場から、特定非営利活動促進法の適切な施行に対する支援及びＩＴを活用した情報提供に係る基盤整備等を
図るため、適時・適切な予算要求を行っていく。また、ＮＰＯホームページの維持・管理の効率化を図るとともに、「官民パートナーシップ確立のた
めの支援事業」の要求は平成２１年度限りとする。
(国内経済)引き続き、質の高い「月例経済報告」や「経済財政白書」等を作成することにより、適時適切な政府の経済財政政策の舵取りに貢献する。
あわせて、国内外への情報発信の更なる向上を図る。

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況

(対日直投)政策評価結果及び過去の執行状況を踏まえ、使用する見込みのない経費の削減を行うなど、事業内容の見直しを行った。
(政府調達)政府調達苦情処理体制については、概算要求において、苦情申立てに対して適切に対応できるよう、苦情申立てが行われた際に苦情検討委
員会を開催する上で必要となる所要額を要求した。英訳ページの更新等のＨＰ改善を行うため、審議会報告書の英訳のための翻訳料を要求した。
(ＰＦＩ)・平成21年度政策評価（事後評価）を踏まえ、「中間的とりまとめ」で示された、民間投資の促進・インフラ整備、地方公共団体への支援体
制の拡充（PFI専門家派遣及びワンストップサービス）及びモデルプロジェクトの調査等について、経費削減を行った上で予算概算要求を行ってい
る。
(規制)・苦情申出が全くない現状で事業の在り方を検討した上で、今後外国企業等から苦情申出がなされる可能性も踏まえつつ、概算要求について
は、必要最低限の経費（通訳雇い上げ経費）のみとし、平成23年度よりも減額して行っている。
(公サ)・平成21年度政策評価（事後評価）を踏まえ、可能な限り経費削減を行った上で予算要求を行った。
(促進課)平成24年４月の改正特定非営利活動促進法施行に伴い所轄庁業務が都道府県・政令市に移管されることから、認証・監督業務に係る経費の徹
底した見直し・削減を行った。一方、都道府県・政令市の事務の均衡を図るなど、法の適切な運用に対する支援・基盤整備のための拡充について、Ｎ
ＰＯホームページの維持・管理の効率化を図るなど内容・積算を精査の上、平成24年度概算要求に反映した。
なお、平成２４年度予算概算要求において「官民パートナーシップ確立のための支援事業」に係る要求は行っていない。
(国内経済)国内経済に係る情報ソースの見直しにより、一層の効率化を図った。
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 内閣本府 25,635

Ａ 1 一般 内閣本府

Ｂ 1
Ｂ 2
Ｂ 3
Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞ ＜ ＞
Ｃ 2 ＜ ＞ ＜ ＞
Ｃ 3 ＜ ＞ ＜ ＞
Ｃ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞ ＜ ＞
Ｄ 2 ＜ ＞ ＜ ＞
Ｄ 3 ＜ ＞ ＜ ＞
Ｄ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

予　算　科　目 予算額
政策評価結果の反映に

よる見直し額合計
整理番号

対応表に
おいて●
となって
いるもの

経済財政政策費 経済財政政策の企画立案等に必要な経費 502,326 463,721

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 経済財政政策の推進 ④

小計
502,326

項 事項
23年度

当初予算額
24年度

概算要求額

25,635

対応表に
おいて◆
となって
いるもの 小計

の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計 の内数 の内数

の内数 の内数

合計

1,945,332

東日本大震災復旧・復興地域活性化
政策費

東日本大震災復旧・復興経済財政政策の企画立案等に必
要な経費

1,481,611

25,635
502,326502,326 1,945,332
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号

23年度
当初
予算額

24年度
概算要求額

増減

Ａ 1 3,658 3,374 △ 284 △ 18

Ａ 1 9,654 9,729 75 △ 4,473

Ａ 1 1,585 1,591 6 △ 1,286

Ａ 1 43,686 39,339 △ 4,347 △ 4,347

Ａ 1 386 331 △ 55 △ 55

Ａ 1 28,130 27,203 △ 927 △ 927

144,301 122,103 △ 22,198 △ 8,097

A 1 56,068 49,636 △ 6,432 △ 6,432

政策評価調書（個別票3）

政策名 経済財政政策の推進

事務事業名 整理番号

道州制特区の推進
政策評価結果及び執行状況を踏まえ、道州制特区の説明会に必要な経費について
は、予算要求を行わないこととし、要求内容を見直しを図った。

国内の経済動向の分析 国内経済に係る情報ソースの見直しにより、一層の効率化を図った。

市民活動の促進に必要な経費

④

政府調達苦情処理の推進

政策評価結果を踏まえ、苦情申立てに対して適切に対応できるよう、苦情申立てが
行われた際に苦情検討委員会を開催する上で必要となる所要額を要求した。
英訳ページの更新等のＨＰ改善を行うため、審議会報告書の英訳のための翻訳料を
要求した。

対日直接投資の増進
政策評価結果及び過去の執行状況を踏まえ、使用する見込みのない経費の削減を行
うなど、事業内容の見直しを行った。

平成21年度政策評価（事後評価）を踏まえ、可能な限り経費削減を行った上で予算
要求を行った。

予算額

253,306 △ 34,162

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容

287468

平成24年４月の改正特定非営利活動促進法施行に伴い所轄庁業務が都道府県・政令
市に移管されることから、認証・監督業務に係る経費の徹底した見直し・削減を
行った。一方、都道府県・政令市の事務の均衡を図るなど、法の適切な運用に対す
る支援・基盤整備のための拡充について、ＮＰＯホームページの維持・管理の効率
化を図るなど内容・積算を精査の上、平成24年度概算要求に反映した。
なお、平成２４年度予算概算要求において「官民パートナーシップ確立のための支
援事業」に係る要求は行っていない。

△ 25,635合計

民間資金等活用事業の推進
（ＰＦＩ基本方針含む）

「中間的とりまとめ」で示された、民間投資の促進・インフラ整備、地方公共団体
への支援体制の拡充（PFI専門家派遣及びワンストップサービス）及びモデルプロ
ジェクトの調査等について、経費削減を行った上で予算概算要求を行っている。

市場開放問題に係る苦情処理
を通じた市場アクセスの改善

苦情申出が全くない現状で事業の在り方を検討した上で、今後外国企業等から苦情申出がなされる可能
性も踏まえつつ、概算要求については、必要最低限の経費（通訳雇い上げ経費）のみとし、平成23年度
よりも減額して行っている。（具体的には、海外企業等からの苦情対応時の通訳を傭上する経費を７回
分→６回分に縮減。）

公共サービス改革推進室経費












